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1 ．はじめに

変化が常態化する世界で企業が持続的に生き残るには，ダイナミック・ケイパビリティが必要
となる。つまり，変化対応的な自己変革能力が必要となる。ダイナミック・ケイパビリティ論の
創始者であるティース（Teece, 2010, 2014a, 2014b, 2019）によると，ダイナミック・ケイパビリ
ティとは，より詳しくいえば，以下の 3つの能力の束から構成される。
（1）環境の変化をいち早く感知する感知力
（2）変化する環境の中に新しいビジネス機会を見出してそれを捕らえる捕捉力
（3）既存の資産を再構築して持続的に変容する変容力
簡単にいえば，環境の変化に対応して既存の資産をオーケストレーション（Drucker, 1959, 

1988）することであり，単なる個の総和以上の全体を構築する組織能力のことを意味する。
しかし，実際に企業がこのようなダイナミック・ケイパビリティに基づく戦略経営を実行する
ためには，さらに組織を構成するメンバーを再構成する必要がある。その場合，再構成は単なる
個々人の総和以上の全体を生み出すようにオーケストレーションすることを意味する。ドラッ
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カー（2008b, 2008c, 2008d, 2008e）流にいえば，単なる個の総和が全体であるならば，経営者や管
理者はいらないのである。そのように，個々人の価値をより大きくするような人事管理は，今日，
人的資本経営と呼ばれている。
そして，ダイナミック・ケイパビリティに基づく戦略経営を実行するためには，以下の 3つの
人的資本経営が可能となる。
（1）市場ベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営
（2）組織ベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営
（3）ハイブリッドベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営
これらのうち，ハイブリッドベースの人的資本経営がダイナミック・ケイパビリティに基づく戦
略経営の実行にとって最も有効であることを説明することが，本論文の目的である。
この目的を達成するために，まずダイナミック・ケイパビリティ論と人的資本経営との関係に
ついて説明する。次に，市場ベースの人的資本経営について説明し，その限界を明らかにする。
さらに，組織ベースの人的資本経営について説明し，その限界について説明する。最後に，ハイ
ブリッドベースの人的資本経営が最も有効な方法であることを論証する。

2．人的資源管理，人的資本経営，そしてダイナミック・ケイパビリティ論

2. 1　人的資源と人的資本
周知のように，今日，日本では停滞する日本企業復活のために，政府主導で「人的資本経営」
が推奨されている。経済産業省によれば，人的資本経営とは人材を「資本」として捉え，その価
値を最大限に引き出すことで，中長期的な企業価値向上につなげる経営のあり方と定義されてい
る。
では，「資本」とは何か。それは「資源」という言葉と比較すると，わかりやすい。一般に資
源とは人間活動に利用できるものであり，使用することによって徐々に減少するものである。例
えば，石油は地球上に限られた量しかなく，使えば使うほどそれは減少する。人間も同様に同じ
会社で同じ仕事を続けていれば徐々に年を取るため，人的資源としてその価値は徐々に減少する
ことになるだろう。
これに対して，資本とは投資によってその価値を高めることができるものである。例えば，製
造会社の工場は新しい機械を導入するという形で設備投資を行えば，その工場の生産能力は上昇
し，その工場の生産価値が高まることになる。同様に，人間も最新の知識や技術を習得するよう
な教育投資を行えば，個々人の生産性は高まることになる。この場合，人間は人的資本となる。

2. 2　オーディナリー・ケイパビリティとダイナミック・ケイパビリティ
ところで，このような人的資本や人的資源とダイナミック・ケイパビリティ論との間の関係を
明らかにするために，ダイナミック・ケイパビリティ論について簡単に紹介しておきたい。
ティース（Teece, 2014b）によると，企業には基本的にオーディナリー・ケイパビリティ（通常
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能力）とダイナミック・ケイパビリティという 2つの能力があるという。
オーディナリー・ケイパビリティは，与えられたビジネスモデルの中で，無駄を排除する内向
きのテクニカルな技能適合力である。それは，コスト削減を通して効率性を高め，利益最大化す
る能力でもあり，与えられたものごとを正しく行う能力である。
これに対して，ダイナミック・ケイパビリティは外向きの能力であり，環境の変化をいち早く
感知し，そこに新しい機会を捕捉し，企業内外の既存の資産を再構成して環境に適応する進化適
合力である。それは，ビジネスモデル自体を刷新する能力であり，正しいこと自体を行う能力で
もあり，付加価値（売上）を増加させる能力であり，それゆえ付加価値労働生産性を高める能力
でもある。
これら 2つのケイパビリティの相互作用を通して，以下のように企業は持続的に成長できる

（菊澤，2014, 2019, 2020, 2021：菊澤編，2018）。まず，いま環境が時間とともに絶えず変化している
としよう。このような変化する環境の中で，ある企業が既存のビジネスモデルのもとで活動して
いるとする。このとき，企業はオーディナリー・ケイパビリティによってコスト削減する形で効
率性を追求し，利益最大化しようとする。
しかし，オーディナリー・ケイパビリティは内向きの能力なので，この能力だけで企業活動す
れば，ビジネスモデル内の効率性は高まるものの，環境は絶えず変化しているので時間とともに
既存のビジネスモデルと環境との間のズレは大きくなる。それゆえ，そのまま活動を続ければ，
最終的に企業は環境の変化によって淘汰されるだろう。
そこで，企業はダイナミック・ケイパビリティのもとに，環境とのズレをいち早く感知し，そ
こに新しい機会を見出し，そして既存のビジネスモデル自体を再構成・再構築し，環境とのズレ
をなくそうとするだろう。つまり，新しいビジネスモデルを構築するだろう。
こうして，再びこの新しいビジネスモデルのもとに，企業はオーディナリー・ケイパビリティ
によってコスト削減する形で効率性を追求し，利益最大化を達成しようとする。このように，変
化する環境の中で企業はオーディナリー・ケイパビリティとダイナミック・ケイパビリティとの
相互作用を通して持続的に成長することができる（Kikuzawa, 2024）。
これがダイナミック・ケイパビリティ論なのである。

2. 3　 人的資源，人的資本，オーディナリー・ケイパビリティ， 
そしてダイナミック・ケイパビリティ

ところで，企業は既存のビジネスモデルのもとでオーディナリー・ケイパビリティによってコ
ストを最小化するように人材を人的資源として社内に配分する。このような企業経営は人的資源
経営といえるだろう。
例えば，図 1のように，いまある企業が本社と工場から構成され，既存のビジネスモデルのも
とでそれぞれ本社と工場では職務群Ⅰと職務群Ⅱが区別されているとしよう。初期状態では図 1
のセル A，B，C，Dに人材がそれぞれ20％，25％，30％，25％といった割合で分配（人材ポート
フォリオ）されていたとしよう。しかし，時間の経過とともに，よりコスト削減ができる人的資
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源分配があることを認識し，企業はより効率的な人材ポートフォリオ A（15％），B（20％），C

（25％），D（40％）へと変更したとしよう。このようなコスト削減を行う人事管理が，オーディ
ナリー・ケイパビリティ・ベースの人的資源経営だといえるだろう。
これに対して，ダイナミック・ケイパビリティのもとに環境の変化に対応して既存のビジネス
モデル自体を変革し，新しいビジネスモデルを構築し，その新しいモデルのもとで人材ポート
フォリオを変革し，価値を高めようとする経営は人的資本経営である。
例えば，図 2のように，初期状態では既存のビジネスモデルのもとに人材ポートフォリオが A

（15％），B（20％），C（25％），D（40％）であったとする。しかし，環境が変化し，その変化に
対応して企業がデジタル化を促進するために新しいビジネスモデルを構築したとする。
そして，この新しいビジネスモデルでは，職場が本社勤務と在宅勤務と工場勤務の 3つに区別
され，職務群がⅠとⅡの 2つに区別されたとする。しかも，図 2のように，それぞれのセル A

（10％），B（20％），C（15％），D（10％），E（20％），F（25％）に人材が分配され，この新しい人
材ポートフォリオのもとに企業はより多くの付加価値を生み出したとする。このような経営が人
的資本経営であり，そのように人材を扱うマネジメントがダイナミック・ケイパビリティ・ベー
スの人的資本経営なのである。
そして，前述のようにこのようなダイナミック・ケイパビリティ・ベースの人的資本経営とし

図 1　既存のビジネスモデル，人的資源経営，オーディナリー・ケイパビリティ

図 2　新しいビジネスモデル，人的資本経営，ダイナミック・ケイパビリティ
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て，以下の 3つのパターンが論理的に想定できるだろう。
（1）市場ベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営
（2）組織ベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営
（3）ハイブリッドベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営
以下，これらについてそれぞれ批判的に検討してみたい。

3．市場ベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営

3. 1　労働市場と経済人
まず，市場ベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営とは，環境の変化に対応して
展開される新戦略を実行するために，可能なかぎり市場を利用して人的・物的・知識的資産を再
構築・再配置・再利用する経営のことである。
例えば，企業がそのときどきの環境の変化に対応するために新しい戦略や新しいビジネスモデ
ルを展開し，それを実行するために，損得計算上，マイナスとなる人材を解雇し，プラスとなる
有用な人材を広く労働市場から雇用し，組織を再構築・再構成しようとする経営である。
このような市場ベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営を展開するには，今日，
政府が「働き方改革」の一環として進めている，労働市場の流動性を高める必要があるだろう。
というのも，労働市場が流動的ではないと，企業は労働市場を利用して必要な人材を雇うことが
できず，組織を再編成・再構築できないからである。
そして，労働市場の流動性を高めるには，そもそも損得計算原理に従って行動する合理的な経
済人が求められる。そのような経済人とは，与えられた状況をすべて損得に還元して計算し，そ
の結果がプラスならばそれを原因として行動し，マイナスならばそれを原因として行動しないと
いった因果論的に行動する人間のことである（菊澤，2022）。
例えば，いまある人に 2社 A社と B社から転職しないかとの声がかかっているとする。A社
はいまの月収に10万円，B社は 7万円を上乗せするとの条件を提示している。このような状況で
は経済人はその他福利厚生なども考慮して徹底的に損得計算するだろう。そして，その結果，A

社への転職の方がより得だという計算結果になると，それが原因となって経済人は A社に転職
することになる。このような経済人の存在によって，労働市場は流動化し，活性化する。
ところで，このように人間が与えられた状況を損得に還元して損得計算の結果に従って行動す
ることは，人間が因果論的に行動することを意味する。つまり，この場合，与えられた状況が原
因となり，その結果として行動することを意味する。損得計算という人間の行動原理は，損得計
算の結果がプラスならば行動し，損得計算の結果がマイナスならば行動しないという因果論的な
行動原理なのである。

3. 2　経済人，損得計算，そして因果論
このような人間の因果論的行動の本質に迫ったのが，ドイツ哲学者イマヌエル・カント（Kant, 
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I.）である。因果関係に従う人間理性のことを，カント（1961a, 1961b, 1962）は「理論理性」と
いった。さらに，そのような理論理性に従って因果論的に行動することを，カント（1976）は
「他律的行動」といった。
ここで，カントのいう他律的行動とは，自分の外にある原因（お金・モノ・名声・制度・状況）

が原因となり，それに反応して行動するという意味で，因果論的で即物的な行動であるといえる。
また，他律的行動は，誰かが後ろから押すと，人間は物体のように前に倒れるという意味では
力学的な因果論的行動と同じである。それゆえ，そのような行動は機械や物体と同じ行動だとい
える。したがって，カントはそのような他律的行動に人間の本質（人間らしさ）はないという。
さらに，このような他律的行動は，失敗したとき，「親に言われたのでやった」とか，「上司に
言われたのでやった」，「そういう制度だったので」，「ああいった状況だったので」という言い訳
ができる。つまり，他律的行動は常に責任を回避できる無責任な行動なのである。カント
（1976）は，このような行動ばかりする人間には，「責任」という概念は成立しないという。それ
は未成年状態の人間なのである。

3. 3　経済人と脆弱な組織
以上のように，市場ベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営によって雇用される
経済合理的な人間は，有能だが他律的で無責任な人材である可能性が高い。このような理論理性
に従う従業員から構成される組織は，単なる個の総和，積み木のような組織となり，そこには組
織の凝集性を生み出すような文化や価値はない。不毛な枯れた組織風土が形成されるだろう。
したがって，市場ベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営のもとでは，環境が変
化し，企業が一時的に赤字になると，組織を構成する経済人としての従業員たちは組織に固執す
ると損をするので会社を辞め転職しようとするだろう。つまり，組織が危機に陥ると，各メン
バーが損得計算して会社に居座ると損をするので，労働市場を利用してできるだけ早く転職しよ
うとするだろう。
こうして，会社は簡単に倒産に至る。つまり，危機を共有できない，危機に弱い組織が形成さ
れる。実際に，リーマンショックが発生したとき，米国政府は，倒産の危機にあった投資銀行に，
国民の反対を押し切って大量の公的資金を導入した。しかし，その同じ年，その投資銀行は多額
の給与を社員に支払った。それゆえ，米国国民はこれを強く非難した。これに対して，その投資
銀行の社長は，多額の給与を支払わなければ優秀な社員が離職するからだと答えた。まさに，弱
い組織が生み出す不条理現象である（菊澤，2022）。
ここに，市場ベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営の限界がある。危機的状況
では，組織内の人材を再構成して対応できる組織ベースのダイナミック・ケイパビリティが必要
なのである。
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4 ．組織ベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営

4. 1　強い組織とは
変化や危機に強い組織とは，企業が一時的に赤字になっても，辞めない従業員からなる組織の
ことである。それゆえ，そのようなメンバーからなる組織は，環境の変化に対して，組織内のメ
ンバーの配置転換によって，環境の変化に対応できるだろう。これが，組織ベースのダイナミッ
ク・ケイパビリティ人的資本経営である。
では，そのような従業員を育成し獲得するには，どうすべきか。それは，彼らに「この会社が
好きだ」あるいは「この会社にいることは自分にとって正しい」と価値判断（エンゲージメント）
してもらうことであり，自分の会社のファンになってもらうこと，愛社精神をもってもらうこと
である。そうすれば，赤字になっても従業員は逃げない。むしろ，会社の危機を共有し，ともに
戦う組織となる。
カント（1979）は，このように正しいかどうか，好きかどうか，を価値判断する人間理性のこ
とを「実践理性」と呼んだ。なぜカントは価値判断する理性を「実践理性」と呼んだのか。例え
ば，いま子供がいじめられている場面に出くわしたとしよう。このときいじめは正しいかどうか，
価値判断問題に迫られるだろう。ここで，「正しくない」と価値判断すると，それで終わらない。
「ではどうすべきか」，理性が実践をわれわれに要求してくるのである。したがって，価値判断す
る理性をカント（1979）は「実践理性」と呼ぶのである。
では従業員に価値判断させ，好きになってもらうにはどうすべきか。ファンになってもらうに

はどうすべきか。実践理性を行使させるにはどうすべきか。そもそも経営者が損得計算原理に従
う経済人以上の人間的な魅力をもつ人物であるべきなのである。つまり，以下のような理論理性
以上の人物であるべきなのである。

4. 2　リーダーの条件
経営者やリーダーは，まず理論理性を使って徹底的に損得計算をする。その上で，その結果に

従って行動することが正しいかどうか実践理性を使って価値判断する（菊澤，2022）。例えば，い
まある新規ビジネスが損得計算上儲かると予想されても，さらにその上でそのビジネスが果たし
て倫理的に正しいかどうかを実践理性によって価値判断する。そして，もし正しくないと価値判
断する場合には，リーダーはそれを中止すべきである。逆に，ある新規事業が損得計算上儲から
ないという予想がでても，倫理的に正しいと価値判断する場合にはそれを遂行する。
カントによると，この主観的な価値判断に基づくリーダーの行為にこそ，モノや動物にはない

「人間らしさ」があるという。一般に，優秀な人間は主観的な価値判断を避けようとする。なぜ
ならば，それは客観的ではないからである。
しかし，リーダーは主観的な価値判断を恐れてはならない。それは主観的であり，経験的妥当
性が問えないからこそ，それに対して「責任」をとればいいのである。それは責任を伴う道徳的
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な行為（カント，1976），つまりリーダーはあえて主観的な価値判断に基づく行為を行い，責任を
とるという道徳的勇気が必要だということである。このようなリーダーの行動に，モノや動物に
はない人間としての「魅力」や「気品」が生まれるのである。そして，部下はそれに共感したり，
感動したり，ファンになったりするのである。

4. 3　機械的組織と有機的組織の関係
そのように理論理性と実践理性のもとに重層的に判断して行動するリーダーは，部下に対して

も価値判断を迫る。そのようなリーダーの主体的で主観的な価値判断が正しいのかどうか。好き
かどうか。部下に対して価値判断を迫ることになる。
もしそのような上司の価値判断が嫌いならば，そのような部下は離職するだろう。逆に，その

ような上司の価値判断に共感するならば，その部下は組織に残ることになる。こうして，組織全
体に価値が注入され，組織文化が形成され，そして不正を排除する肥沃な組織風土が形成される
ことになる。つまり，このような経営者やリーダーによる重層的マネジメントが展開されるなら
ば，悪いことをしてでも業績を上げようとする野蛮な従業員はびくびくし，正しいこと，誠実な
行動をしようとする従業員が生き生きとする健全な組織文化（価値）が形成される。心理的安全
性のある組織風土が形成される。
このような経営者やリーダーのもとでは，損得計算の結果のみならず，さらにその計算結果に
従う行為が正しいかどうかを自律的に価値判断する従業員も育成されてくる。それゆえ，不正を
回避するような組織文化（価値）が形成され，しかも組織として強い。日本企業には，いまだ愛
社精神をもつリーダーや従業員が残っており，それゆえ会社が危機に陥っても組織は，簡単には
バラバラにならない。危機の時には，逆に従業員は結束し，自発的に職務転換し，変化に対応し
てくれる。社内の労働流動性が高まる。
しかも，このような組織では，もしリーダーが理論理性による判断と実践理性による判断が一
致するとき，つまり損得計算の結果と価値判断の結果が一致するとき，それゆえ儲かることと正
しいことが一致するとき，徹底的に命令と服従の原理に従って組織を機械論的にマネジメントで
きるだろう（菊澤，2022）。
これに対して，損得計算の結果と価値判断の結果が一致しないとき，それゆえ儲からないビジ

ネスでも正しいと判断して実践するとき，その組織は命令と服従の原理に基づく機械論的組織で
はなく，自律と責任の原理に基づく有機体的組織へと変化するだろう。つまり，組織が価値判断
のもとに活動するとき，その組織は有機体になるのである（菊澤，2022）。
このような組織は，環境の変化に対応して変化し，たとえ一時的にマイナスに陥ろうと，組織
は崩壊することなく，それに耐えることができるだろう。それゆえ，強い組織なのである。
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5 ．ハイブリッドベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営

5. 1　組織ベースの人的資本経営の限界
組織ベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営を展開するには，以上のような人間
的で価値的な要素が必要となる。しかし，ある価値観や愛社精神のもとに組織があまりにも自己
正当化しはじめると，逆に組織は硬直化し，閉鎖的となる。組織全体が教条主義的で全体主義的
となり，それゆえ外部の変化に鈍感になり，ドグマ化しはじめる。
外部世界は絶えず変化しているので，組織メンバーがある価値に固執して自己変化を拒否する
ことは組織が退化していることを意味する。つまり，組織がガラパゴス化し，外部から遮断され
てしまい，進化が止まってしまうことを意味するのである。
やはり，企業組織のメンバー，とくに経営者やリーダーは絶えず自分たちの不完全性を認識し
続ける必要がある。かつてドラッカー（2008a）が GM（General Motors）の社長であったスロー
ンに GMの経営政策を変えるべきだと進言したとき，スローンは長い時間をかけて形成した経
営政策を変えることは物理学における重力法則を変えるようなものだとして拒否した。その後，
GMはかつての栄光を取り戻すことはできず，衰退していったのである。
何よりも，経営者やリーダーは自らの不完全性を認め，真理を求めるのではなく，絶えず進化
することを目指すべきである（Popper, 1965, 1972）。前よりも今をより良くすることを目的にする
必要がある。そして，そのためには，外部労働市場を通して，外部から新しい有能で刺激的な人
材を入れる必要性がある。そのような人材を通して，新しい技術，新しい制度などを組織に積極
的に取り入れることによって組織は絶えず進化するのである。

5. 2　市場ベースの人的資本経営の限界
しかし，先に説明したように，労働市場を過度に信頼し利用する市場ベースの人的資本経営で
は，組織は損得計算原理で行動する経済人で構成されることになる。それゆえ，そのような組織
には，組織文化，組織理念，そして組織価値というものは存在しない。あるのは個々のメンバー
の損得計算だけである。したがって，企業が経済的に危機に陥ると，個々のメンバーは危機を共
有することなく，自己損失を回避するために，各メンバーはみな転職しようとするだろう。こう
して，組織は簡単に崩壊することになる。
やはり，人間組織には価値あるいは文化あるいは理念などが必要なのである。単なる個人の総
和以上の人間組織を形成する必要がある。そうでないと，変化が常態化する世界に，組織は対応
できないのである。
また，すべての人間は完全に合理的ではない。限定された情報しかえられず，そのような限定
された情報の中でしか合理的に行動できない。つまり，人間は限定合理的なのである。それゆえ，
隙あらば相手の情報の不備に付け込んで利己的利益を追求する機会主義的行動が現れる。このよ
うな限定合理的で機会主義的な人間同士の取引では相互に駆け引きが発生し，多くの無駄が発生
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する。このような無駄のことを，ウィリアムソン（Williamson,1975, 1985, 1996）は「取引コスト」
と呼んだ。
この取引コストの存在を考えると，環境の変化に対応して組織メンバーを移動させる場合，す
べてのメンバーは限定合理的で機会主義的なので，内部労働市場を利用して組織内の各メンバー
を配置転換して環境の変化に対応するより，外部労働市場を利用して多くのメンバーを解雇した
り雇用したりして変化に対応する方が駆け引きが多く発生し取引コストは高い。
それゆえ，人間組織をめぐっては外部労働市場を利用することは必ずしも経済合理的とはいえ
ないのである。

5. 3　ハイブリッドベースの人的資本経営の展開
以上のことから，環境の変化が常態化する今日，企業組織はハイブリッドベースのダイナミッ
ク・ケイパビリティ人的資本経営を展開する必要があるといえるだろう。
変化が常態化する世界では，まず企業は組織ベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本
経営のもとに取引コストが相対的に低い内部労働市場の流動性を活用してメンバーの配置転換を
通して環境の変化に果敢に対応する。つまり，個々のメンバーの総和よりも大きな全体となるよ
うにオーケストレーションする。
しかし，それだけでは変化に十分対応できない場合，たとえ取引コストが大きくても市場ベー
スのダイナミック・ケイパビリティ・マネジメントを併用し，外部労働市場を活用して外部から
有用な人材を雇用する。このように既存の組織を補完しつつ，環境の変化に対応することが有効
だと考えられる。つまり，負担すべき取引コストよりも大きなメリット生み出すように組織を再
構築し，オーケストレーションする必要がある。
以上のように，人間の理論理性と実践理性に基づいて，つまり損得計算原理と価値判断原理に
基づいて単なる個々のメンバーの総和以上の全体を生み出すようにオーケストレーションする人
的資本経営が有効である。つまり，ハイブリッドベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資
本経営を展開することで，企業は変化が常態化する時代を生き残ることができるだろう。

6．結語

以上，変化が常態化する世界で企業が持続的に生き残るには，変化対応的な自己変革能力つま
りダイナミック・ケイパビリティが必要となる。このようなダイナミック・ケイパビリティに基
づく戦略経営のもとで，企業が付加価値を高めるためにはどのような人的資本経営が必要となる
のか。論理的には，以下のような 3つの人的資本経営が可能となる。
（1）市場ベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営
（2）組織ベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営
（3）ハイブリッドベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資本経営
これらのうち，市場ベースの人的資本経営によって構築される人間組織は，基本的に損得計算
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原理に基づく経済人から構成されることになる。それゆえ，企業組織が危機に陥ったとき，個々
のメンバーは組織に残ると損をするので，できるだけ早く転職しようとするだろう。したがって，
このような市場ベースの人的資本経営では，組織は脆弱になる。また，外部労働市場を利用して
メンバーを雇用する場合，多大な市場取引コストが発生する可能性が高く，非効率的となる可能
性がある。
これに対して，強い組織とは損得計算原理に従うのではなく，価値判断原理に従う人間から構
成される組織である。つまり，「その企業のことが好きだ」あるいは「この企業にいることが正
しい」と価値判断している人間から構成される組織である。このような組織の場合，組織内部の
労働流動性は高く，環境の変化に対してメンバーの職務転換を通して対応することができ，外部
労働市場と比較して取引コストは小さい。しかし，このような組織では固有の価値や文化をあま
りにも過剰に自己正当化する可能性があり，この場合，外部の批判や変化に対して無関心になっ
たり無視したりする可能性が高い。それゆえ，組織は退化することになる。
したがって，以上のことから基本的には環境の変化に対して新しい戦略や新しいビジネスモデ
ルが展開され，それを実行し付加価値を高めるためには，まずは内部労働市場の流動性を利用し
てつまりメンバーの職務転換を通して対応することが効率的となる。しかし，それでは十分変化
に対応できない場合，外部労働市場を利用して有能な人材を雇用して変化に対応する必要がある。
このように，市場と組織を利用するハイブリッドベースのダイナミック・ケイパビリティ人的資
本経営が有効になると思われる。
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